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内部補助をめぐる若干の考察*

森 統

I はじめに

多部門にわたり財・サ ピスを供給する公益事業体における内部補助(cross

subsidization)の問題は，ときには事業体の赤字経営問題と絡みつつ，効率や

公正の観点から主仁論ヒられてきた。例えば，内部補助は，好採算サーピスと

不採算サービスの相対価格に極度の吾みをもたらすと L、う意味で非効率である，

また，内部補助は，好採算サービスの利用者に所得移転をもたらすが，これは

所得分配の公平を損う結果になる，あるいは受益者負担の原則が満たされない，

等々である。こうした議論や批判の正当性を評価するためには，従来不十分と

思われる，内部補助に関する概念や視点の理論的整理がまず第ーに重要であ

り，本稿のねらいもそこにある。内部補助に関する理論的分析は Faulhaber

[1975J， Zajac [1978]， Bau:nol， Panzar and Willig [1982J， Mirman， Tauman 

and Zang [1985J等による展開が， 最近注目されてきている。本稿では， こ

の展開に沿って内部補助の議論を再検討する。

論点は 3つにわかれる。第ーに，内部補助をどう定義つけるか，である。内

部補助の存否の判断は，特に多部門にまたがる共通費が存在する場合には，採

用する判断基準により異なり得ることは言うまでもない。このような判断葱準

のいくつかの例は， Zajac (1978J により示されたものが有名である。 II節で

は，この Zajacによる判断基準の相主の関連を検討するとともに， Faulhabel 

[1975Jによって定義された subsidy.free価格とり関連を整理する。また，

.) 本稿f乍成にあたり助言を下さった山田浩之教授に感謝いたします。なお，本稿のあり得べき誤
"'"全責任が筆者にあるこ 2こは言うまでもない。
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subsidy-free価格の概念の発展をあとづける。

第 2の点は，内部補助が，効率と公正の価値判断とどのように結びっくか，

である。しかしながら， これは Bos[1981J により「ー・内部補助の問題は，

厚生経済学の見地から何ら重要ではない。もし最適な価格設定が内部補助を生

ぜしめるならば， その内部柿助は受け入れるべきであるJ" と述べられている

ように，内部補助それ白体の社会的厚生に関する問題は存在しない。 E節 Cは，

内部補助を1:iUL~id y.[ reenessの概念により把握し， ヲムゼイ価格が subsidy

free でない数値1YIJを示す。また， 内部補助をうけている部門は廃止するのが

社会的に望ましいか否かについて簡単なアプローチを試みる。

第 3の点、は，最近注目をあびたコンテλ タブノレ市場の議論に関連するが，内

部補助と維持可能性との関係である。 ここでも内部補助は subsidy-free価格

の概念を通してとらえられる。内部補助が存在すれば，多部門にわたる財の市

場の 部あるいは全部について他企業の参入を防ぐことができないとし寸意味

で維持可能性 (sustainability)は確実に満たされない。言い古苫えると内部補助

のない状態が維持可能性のための必要条件である。しかしながら，前者は後者

の十分条件ではない。 IV節では，維持可能性の正確な定義を得た後， subsidy-

free価絡が維持可能となるための条件を Mirman，Tauman and Zang (1985J 

に従い，整理検討する。

11 内部補助の概念と判定テスト

内部補助とは，概括的に述べるならば， I複合生産を行う単一事業体におい

て，伺々別々の財・サーぜλ の部門間c.ある部門官生じる損失を，他の部門

の余剰利益で補填すること」である。これはJ 総費用が各部門に帰属する直接

費のみで構成されるなら個別の利益が直接費を下回る部門が上回る部門から補

助をうける状態である ω ところが部門間で共通費用が存在する場合には， 共

通費用の配分の仕方に依札各部門に帰属すべき費用は様々に異なり得る。

1) Bos (1981) p_ 68 
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Faulhaber [1975Jは，部門固有の費用として直接費のかわりに増分費用 (in-

crementaI c田のなる費用概念を用い， 内部補助の存在しない状態について

subsidy-free価格の明確な定義を与えた。

定義 1 価格ベクトノレFは

(i) px(p)=C(x(p)) 

lii) pSxS(p)孟C(x(p))ー C(xNlS(p)) ¥1 ScN 

を満たすとき subsidy-free である。 ここでpとZ はn次元ベクトノレでNは元

が n個の財全体の集合， SはNの部分集合で N/Sは S に属さない財の部分

集合である。〆とが(p)は，そオIぞす1，PtX(p)の，Sに属する財の次元へ

の射影である。 C(x(p))は x(p) に関する費用関数である"， C(X(p))-C 

(X
N1S

(企))はSの増分費用を表わす。

この定義の意味するところは，価格ベクトルPにおいて総収入と，市場需要

量を生産する総費用が部門全体について均等しており(Ii))，任意の財の部分集

合からの収入は少くとも増分費用以上である (Iii)) ことである。これは，!fノレ

ープSの増分費用ーーすなわちNに属する財を全て一括生産したときの総費用

が N/Sの単独採算費用をこえる部分の費用ーーを当彰、グループの収入が超え

ているならば，超過分だけ共通費の 部を負担していることになるo また， I i) 

古〉らlii)を引き，N/S=Tとす~ると

liii) pTXT(p)三五C(xT(p)) V TcN 

を得る。 1m)は，各部門の収入は，各部門が単独で生産を行ったときの費用以下

であることが subsidy-freeness の要件であることを示している。第 1図lま，

任意の 1部門について平均単独採算費用と平均増分費用がそれぞれ右下がりで

あるケ一月を示している。ある価格体系が Sllhsidy-free であるときには，任

煮の部門あるいは部門のグノレ プの価格水準は abの聞か cdの聞になければ

ならないことが，定義 1の直観的な意味である。

の これらの記号は1;(下も同じ間味で用いられる。
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第 1 図
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さらに， (li)と(叫は任意の部分集合について成立するから両者をあわせて

C(XS(p)) +C(XN1E(p))孟C(x(p)) V ScN 

が成立する。乙れは，ある市場需要量 x(p)の生産において全部門を 2つのグ

ループにわけて個別に生産を行った場合の各費用の合計が，全部門を 括して

生産したときの費用を下回らないことを示しているヘ言し、かえると ，x(p)の

複合生産において，ある部門のグループ官がそこから独立して生産することが，

費用雨で有利Fはならない>1-を示しでいる。何格合が， subsidy-free である

のは，このような状況においてのみ成立するものであるの

内部補助が行われているかどうかの判定には， 価格体系が subsidy-freeで

あるか否かが一つの基準となろう。 方， Zajac [1978) は， 内部補助の判定

テストをいくつか挙げている。それらを列挙すると次の 5つであるヘ

完全配賦費用(fullydistributed cost)テスト

増分費用 (incrementalc田 t)テλ ト

単独採算費用 Cstand-alonecost)テスト

め これは，費用関数の劣加法性，すなわち

さαx')刊主zワ A孟2 xIEE..." 

が成立するときには，必ず成りたっ。



内部補助をめぐZ若干の考察 (165) 83 

便tit-c:fイナス料金 (bene品tsminus fees)テスト〈純便益テスト)

負担 (burden)テ只ト

以下では} Zajacに従い，各判定テストを詳解するとともに，そこで明示的

に考慮きれていない需要と価格の関係について右下がりの需要曲線を想定し，

各判定テストが subsidy.freeness とどのように関連づけられるかをみる。な

お，以下で考察の対象にする費用関数は，上式で示される特性をもっとする。

上記の判定テ只トのうち，まず完全配賦費用テストは，共通費の配分比率が

そのまま内部補助の判定基準になる。すなわち，定められた配分比率に基づく

配分額を超えて共通費の回収に頁献する部門は，部分額に満たない貢献をする

部門に補助をしていると見倣されるのである。しかし，共通費の配分比率四設

定が恋志性を伴いがちなのはよく指摘されるところである。

次に，増分費用テス}と単独採算費用テ月トは，需要関数が与えられれば，

定義 1のそれぞオ叫u)と加)により表わされる。すなわち，両者は収支均等制約を

加えれば subsidy-freeの基準そのものである。各個別の財のグループについ

ては，収入の額が憎分費用以上であ畠とともに単独採用費用以下であることが

要請されるが，収支均等の下で増分費用(単独採算費用〉テストの基準を全て

の財グループが満たすならば， 自ずと単独採算費用(増分費用〉テストの基準

を満たすことになる。逆に，ある財グループSが増分費用(単独採算費用〉テ

ストの基準をjf時たさないとすれば，必ず余集合のグループ N/Sは単独採算費

用(増分費用〕テストの基準を満たさない。従って，収支均等制約に服する事

業体を対象とする限り J subsidy-freenessの判定には， 2つのテストのいずれ

か一方のみ用いればよい。

さて，便益マイナス料金テストをみよう。 Zajacは，増分費用テストと単独

採算費用テストでは消費者あるいは利用者の便益が無視されているとし，その

ためにこれら 2つのテストを満たしながら，分担費用が利用者の便益を上回っ

てしまう部門が存在する例を挙げ，便益マイナス料金テストを提唱した。この

4) Zajac (1978) ch. 8参照。用語の訳ほ藤井 [1983Jに従った。
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判断テストを修正した形で示すと日

[複合生産における任意の十一ピス!
グループの便益マイナス料金 j 

話m叶皇室普段経 o} (1) 

を満たすときに内部補助は生じていないと判断される。 Zajacの数値倒では料

金はむしろ分担費用と呼ぶべきものであるが， Zajacの意図は，分担費用が，

増分費用テストや単独採算費用テストの基準を満たしながらも費用のみならず

便益をも考慮、に入れると任意のサービス部門が生産に参加しない行動が生じる

場合のあることを示し，その可能性をも排除する判断テストを確立することで

ある。 Zajacの数値例を一部修正し， (1)式を用いて内部補防の判定を行って

みよう。

第 1表は， 3つのサービスを 括生産するケースを示している。各十 ピス

あるいは-¥)--ピスの組合せについて便益(①〉と単独採算費用〈②〉が与えら

れている。また，一括生産したときの総費用75について 2種類の費用分担をと

りあげ，分担費用(A)(③〉と分担費用但，)(④) 1-して示している n 分担費用ω

サーピス 便

1 

2 

3 

1と2

2 1-3 

3とl

① 

第 1衰便益マイナス料金テス卜の数値例
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について便益マイナ見料金テストを行うと，サーピ旦 1のみの生産，サービス

3のみの生色およびサービス 1と3の複合生産について基準を満たさない結

果になっている(③と⑤を比較〕。サービス 3のみの生産およびサービス 1と

3の複合生産については，単独採算費用テλ トの基準をも満たしていないこと

に注目 Fべきであるへまた， サービス 1は，便益マイナス料金がJ 便益マイ

ナス単独採算費用をよ回るが，負の値(のであるので，生産しない方がよ

いと判断される。他方』分担費用(同(④〉については，全てのサービスの組合

せが便益7 イナス料金テストの基準を満たし，同時に単独採算費用テ兄トの基

準析も満たしている。これらの結果及び(1)式から，費用分担により便益が料

金〔分担費用〉よりも大きいサービス部門あるいはサービス部門のグループは，

サ ピス需要が分担費用に無関係に一定のとき， (当該サーヒボス部門の便益は

一定であるので〉使主主マイナ見料金テス}は，単独採算費用テストと同じ結果

をもたらすことがわかるo

ところで，このように Zajacは， 分担費用を負担する料金水準に対して非

弾力な需要を暗に想定し，判定テプ、トを行うケースを扱った。これを各サービ

スの右下がりの需要曲線上の料金と数量の組合せに隈仇便益マイナ見料金テ

ストを行うとするならば，第 1表の+ーピス 1のような料金設定(費用分担)

はあり得ないヘしかしながら， この場合，便益マイナス料金テ只トは，単独

採算費用テストに還元できるかといえば，必ずLもそうではない。全てのサー

ビエが独立財である場合に限って述べるならば，便益 J イナ見料金テコベ lの基

準を満たすにはJ 単独採算費用テ月トの基準を満たすこと，いいかえると料金

が subsidy-freeであ吾ことが必要である。 しかし，逆は必ずLも成立しなし、。

あるサービスのグルーフ。について，単独生産を行うことが，複合生産に組み込

まれるのに対L，費用の国で不利になるとしても，料金設定の仕方によっては，

の ここでは，料金(分担貨用〉によって市要量が翠汀七しないケースであるから便益は生産自形態
によっては変化せず，従って費用のみを比較すればよいことになる。それ故後に述べるように，
これらのケースにおいては，単独採草費用テストと便益マイナス料金テストは悶ーの結果を示すー

7) とわは，料金左需要量の組合せが需要曲線上に存在しないからである。
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単独生産において便益が大きくなるケースの存在する可能性は否定できないか

らであるω。

負担テストは，サ ピユ部門あるいはサービス部門のグループの追加あるい

は廃止が事業体全体の収益に対する影響を考慮しながら内部補坊の判定を行う

ものである。 Zajacによれば，ある部門の廃止による「直接」収入の純減少分

(“ direct" revenue loss) と，当該部門のサーピ旦と代替・補完関係にあるサ

ヒy、部門の収入の変化分を合計した事業体全体の収入の純減少分 (net-reve

nue-loss) が，当該部門の廃止による「直接」の費用の減少分と， 他のサーピ

ス部門の費用の変化分をあわせた事業体全体の費用の純減少分 (net-cost-Ioss)

を上回る場合には，当該部門は他の部門に負担全かけていたいと判断される。

第 2表の行に関する合計(A)+(B)と(C)+(D)を比較したとき， (A)+(B) 

九

。

8) これは次のように示される。互いに独立財である 3財が一括生産されているとする。向は，
ちょうど第3財の単組拭算費用に等しい収入が得bれるように価格が設定されているとする。こ

のとき，第l財と第2財の収益は当該2財の増分費用に等しくなるような価格がつけられなけれ
ばならず，第6図のS点をiiliる曲綿上の価格を選ぶことになる。 s点は， 3財生産における sub-

sidy-free価格であるn 他方第l財と第2財のみで単独生産を行うとき， 価格はR点を3lflる直
線上で選ばれなければならない。このとき，第1財と第2財の価格の組合せは，Rと3で比成し
た場合，いずれが第1財と第2財の消費者にとって匂屯〉便益が高いかは先且的には決まらない。

n，と O

R 

S 

第 5 図

n， 二三。

R1= fJ】Xj-C(Xl， 0， 0) 

ll2=ρ2X2-C (0， x2， 0) 

P1Xl + T2X2=C (Xl，<X2. 0) 
rlXI + P2X2= C (Xh Xz， X3) -c (ο，ο， X3) 

p， 

(注〕 拙かれている曲線は， 2財 X1. X2のみ司単独生産においても 3財の一括生産にお

いても，hl:ft..び h に関すQ限界利閣の非負性が成立Lている領域に限られている。
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第 2表

廃止サーピス 「王元友三-"，I 

「時」管一ι去ら草間一!日収j古車房;
「直接J0:;費用減少分 |サーピス四生産量の変化|合計費用田純減少分

(C) による費用白変化分(D)I (C) 1 (D) 

純収入¢変化分 |車市民入の変化分 | 
CA)-(C)(B)ー(D)

(注〕 増加は正減品は負の値をとる(収入・費用のいすれも入

孟(C)+(D)のときがこれに相当する。これは，廃止サ-l-:.~スと，その他のサ

ービスそれぞれの純収入の変化分の合計が非正である場合というとともできる。

Zajacは，負担テストにおいても価格については何も断つてないが，需要が

価格の関数となるならば，やはりある価格体系Pが与えられたとして負担テλ

トを行うとするのが自然だろう。ただし. subsidy-freeの定義とは異なり，廃

止される部門の価格もサービスも存存しなくなることが想定さわしているので利

用者は残ったサ ピスについてそれらの(不変のままの〉価格体系のみをもと

に改めて消費量を決定するというプロセλ を経るのである。つまり，これによ

り代替・補完関係を通じた効果が生じてくるのである。従って，サーピλが全

て独立財で交差効果が存在しない場合に限り. subsidy-freenessと負担テスト

の基準は，同一の判定を示す。

以上， Zajacの提唱した内部補助の判定テス}を，特に subsidy-freenessと

の対比において検討した。こうした様々な内部補助の担えみの中でも，理論的

展開の基礎として sub出Iy-[r出価格の概念は重要である。 ζ の概念の発展を

追ってみよう。各判定テァ、トにおいても subsidy-free価格にしても各個別の

財・+ーピス，あるいは財・+ーピスのグループの聞における内部補助を問題

にしていた。しか1..-， '1巨費者ないしは利用者が複数の部門にわたって需要する

場合，部門間の相主補助を問題にすることは消費者の厚生 (welfare) を無視

すiSこ kにもなりかねない。 Faulhaberand Levinson [1981)はとの点に着目
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し，消費者あるいは消費者グループの間において内部補助が行われる可能性を

排除する consumersubsidy-free価格の概念を設定した。

定義2 価格ベクトノレPは

(i) px(p)~C(x(p)) 

(ii) pXV(p)孟C(x(ρ))_C(XM/V(ρ)) 

あるいは(i)と

(凶 pXV(p)三三C(XVp)) V V三M

を満たすとき consumersubsidy.freeである U ただし，X
V=(山 V Xn tT)， 

M， Vは消費者のそれぞれ全体集合と部分集合である。

しかし，この定義に基づく判断基準者用いるのに必要となる全消費者の需要

パターンを情報として得ることは困難である。消費者の消費パターンが如何な

るものであっても相互補助の生じ得ない価格はより限定的な (restrictive) 概

念の anonymouslyequ:itable価格として与えられる。

定義3 価格ベクトノレ声は

Ii) px(ρ) ~C(x(p)) 

(ii) py<:;C(x(p)) -C(x(p) -Y) 

あるいは(i)と

(叫 Pz孟C(z)

Y， z~x(P) 

を満たすとき anonymouslyequitableである。

乙の定義の意味すると ζ ろは，価格ベクトノレ pにおいて対応する需要量

x(ρ〉を生産する総費用と総収入が均等しており ((i))，x(p) の任意の部分ベ

クトノレ zは価格Pにおいて単独採算費用以下である((制i)) ことである。

定義 1~3 の相違を第 2 図において確認しよう。第 2 図は 2 財供給のケ

Z で，所与の価格体系のもとに全体の需要パターンがXで与えられ，収支均等
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第 2図
X， 

B x 

C 
-一一 ー一一一 -， 

D 
ーーー ; 1 

。
A x， 

している状況を示しているとする。価格が subsidy-free であるためには A

とBの需要パタ-:/において双方とも単独採算費用を上回らないことが要求さ

れ， consumer subsidy-freeであるには，例えば 2人の消費者の需要バターン

CとDについて(それぞれの需要バターンに対応した)単独採算費用を上回ら

ないことが必要であり J そして anonymouslyequitableであるためには，

OAXBに含まれるあらゆる需要パターンにおいて単独採算費用を超えないこ

とが要請されている。

明らかに， anonymously cquituble価格は， subsidy-free である o 逆は必

ず Lも成りたたないが，次に定義する費用補完性が普〈存在する場合には両岩

の価格概念は一致する"。

定義4 費用関数は 2階微分可能で

o'C/oxsx，三三oE+γ{Q} V i， j 

であるとき弱い費用補完性 (costcomplernentarities)をもっ。ここで E+"/{Q}

は原点を除く非負の実数空間である。

9) Mirman， Tauman and Zang [19曲〕はゲームりコアの概まによる定式化を与えて証明してい
る。
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定義4によれば，費用関数は，任意のサーピスの産出水準が高まるにつれ，

限界貸用が少くとも高くはならないときに，弱い費用補完性をもっとし寸。

III 内部補助と社会的厚生

内部補助の存在に対，-"否定的な見解がとられるときには，その根拠として

内部補助の非効率あるいは不公正があげられる。この不公正は，負担の公平が

満たされないことを意味L，所得分配の不公正とは区別さn，受益者負担の原

則に基づいてヂ張きれるととが多い。受益者負担の原則が，各部門固有の費用

と認識された費用を当該部門の需要者の負担でまかなわなければたらないとす

るものならば，負担の公平を主張することは，そのまま内部補助の否定につな

がる。これに対，-"効率性と所得分配の公正をくみあわせた社会的厚生を問題

にする場合には，多くの論者が正しく指摘しているように，内部補助が社会的

に容認されるべきか否かは，社会的厚生に関する価値判断に依存し，内部補助

それ自体で判断されるものではない。もし，収支均等制約の下で社会的厚生を

最大化する価格(準最適価格〉が，内部補助を含むならば，その内部補助は容

認すべきである。実際，準最適価格は，必ずしも subsidy~free であるとは隈

らない。このことをラムゼイ価格を用いた簡単な数値例で確認しておこう w，。
数値例 (2財のケース〉

第 1財と第z財の需要曲線がそれぞれ

xl=42-10Pl 

x，ニ 66-4P2

で与えられている o XJ， Xzはそれぞれ第 l財，第2財の需要量，Pl. P2はそれ

ぞれ第1財，第2財の価格をあらわし，需要の交差効果は存在しないものとす

る。需要曲線から第 1財と第 2財の需要の価格開力性

εl=lOpt!xl 

10) ここでは，準最適価格は分配酉を捨象した効率価格を問題とする。分配の要素を含んだ価格に
ついても同様の数値訓を作ることが可能である。
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ε'l=4P2/XZ 

が得られる。一方，費用関数は

C(X" 0) =24十Xl Xl>O 

C(O， xz) =55+0.5.2"2 X2>U 

C(山 ，X2)ニ 66+Xl+O.5X2 Xl>O， X2>O 

で与えられる。

準最適何格がヲムJイ条件により得られるとすると

h三笠E上 P2 e9 
Pl P2-mc2 el 

(2 ) 

を満たしていなければならない。ここで mc，は第 f財の限界費用を表わす。

このそデノレにおいて，P. =1.2 pz=1.5のとき価格体系はラムゼイ条件((2) 

式〕を満たすが subsidy.freeではな，"ヘすなわち，この価格体系の下で

p，x，=1.2X30=36く24十30=54= C(30， 0) 

p，x，=1，5 x 60=90>55+30=85ニ C(O，60) 

PIXl十p，x，=36+90=126=66+30+30=C(30，60) 

が成立していることから，第2財が単独採算費用を上回るので第 2財から第 1

財へ内部補助がなされていると判断される。以上の数値結果をあと ρ2を輸

にもつ阿で表現する F第 3図のようになる。

第 3図において， 線分BC土の価格の組合せは全て subsidy-free である。

しかし，ラムゼイ価格は点Aであり， subsidy-freeではないことが示されてい

るC

ところで，内部補助と社会的厚生の関連を別の観点から検討する必要がある。

すなわち，内部補助をうけている部門を廃止することにより社会的厚生を改善

するか否かの問題がある。これは，一般には，N部門全体における準最適価格

で達成される社会的厚生水準と，内部補助を受けている部門のグノレープSを除

いたときの準最適価格で得られる社会的厚生水準との比較になろう。この比較

11) この価格体系においてj 社会的厚生最大化の2階の条件は満たされている。
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第3図 ラムゼイ価格と subsidy.free価格

九

4 

n，孟 0

}口

17-';~201 

2 

〆」5 -ー一一一一一 ー← 守、A 

B、¥ C 。
n，言。

o 1.01.2 2.02.2 3.0ρ1  

(注) A， B， Cを通る曲綜 lO(pl-2.6め)'十4(匂p，一8.5め)2=2幻15.6各部門ごとの利潤

E瓜4正μ〈αh円2戸=

のとき n2~註~O

は， 2つの効果におけるそれぞれの便益の変化分の比較と言い換えることがで

きる。

N部門全体の供給が，準最適価格の下立なされているとする。また，ある部

門のグループSに固有の便益をこの価格体系の下における Sのサービスを需要

している消費者の消費者余剰の合計とする。

(1) N/Sの伽格は一定のままで Sの廃止により Sの固有の便益が消滅す

る。

(2) N/Sだけで独立採算しJ 準最適価格を設定するために， 以前の価格を

修正することにより N/Sを需要している消費者の効用 (NjSの便益〉が

変化する。

端的に言えば， (1)の便益の〈符号を含めた〕大きさが， (2)の便益の〈符号を含

めた〉増分より小さければ，sは廃止した方がよいと判断される。以下では，

2財のケースに限り図を用いた直観的な説明を試みよう。
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第 4図は，第 1財の需要曲線と平均単独採算費用が拙かれている。第 1尉部

門から第2財部門へ内部補助がなされているとする。第2財が廃止される以前

の第 1財の需要曲線は，DDであり，第 1財の価格はムに決められている。

t， が ASC(x" 0)をこえる部分の収入は第2財部門において収入が増分費用

を下回っている部分自補填にあてられる。まず. 2財が独立財であるケースか

ら考えよう。このとき，第2財部門を廃止しても需要曲線DDは依然もとのま

まである。第2財部門は(1)の効果により純便益が減少する一方で3 第 1財部門

は.A点に移ることによって価格を下げ，供給量を増大させることができる。

従って. (2)の効果により便益は増大する。 A点への移動の生みだす便益の増加

が大きければ，第2財部門の廃止が望ましいとされる可能性は高くなるが，こ

れは需要の価格弾力性と平均単独採算費用の逓減の度合いに依存する。

2財が粗代替財または粗補完財であるケースも同様に考えられる。まず 2

財が粗代替財である場合には，第2財の廃止により需要曲線 DDは DIDl に

シフ「する。このとき，第 1財の価格と供給量はB点に移ることができる。ま

た. 2財が粗補完財で，第2財の廃止により需要曲線は D2D2にγ フトするな

らば，価格と供給量はC点に達する ζ とができる。 ιれら 2つのク一月は，い

ずれも (2)の便益は増加しており，従って，独立財のケ スと同様. (1)の第2財
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に固有の便益の減少(消滅〕との大きさ比較になる。第4図から明らかなよう

に，平均単独採算費用が逓減している状況では，第2財部門廃止が望ましいと

判断される可能性は，代替財のケースが最も高<.組補完財のケ一月が最も低

L、。

他方. 2財が粗補完財でありs 補完性が強いため第2財の廃止により需要曲

線が DsD3にγ フトしたとしよう。この場合J 第 l財部門で独立採算するため

には価格を引き上げねばならず，従って(1)の使誌の減少に加えて，さらに便益

が減少することになる。乙のケ スは，前節で検討した負担テストの基準を~lt:i

たしている状況に相当する。，.なわち，準最適価格が subsidy-free でないと

しても，負担テァ、トの基準を満たすときには，第2財部門の廃止は望まし〈な

いと判断されるだろう山υ

とのような展開は n財に拡張した場合，様々なケースが考えられ，また，

2財のケースにおいても subsidy-free価格の下においても廃止が望主しぐな

いとは言いきれない場合があることを注意しておきたい凶。

IV 内部補助と維持可能性

前節において， 準最適価格と subsidy-free価格との闘には特定の関係は存

在しないことが示された。事実，内部補助は，それ自体が社会的厚生の見地か

ら問題、とはならない。しかし，参入の可能性を許すコンテスタブル市場や，ま

た公益事業体の各事業部門の独立供給に対する誘因を制度的に抑制していない

場合には，内部補助を含む価格はすぐ後に定義される維持可能性 (sustainabil-

ity)を満たさない。 これは生産の効率に関する問題を提起する。すなわち，

ある範囲の財・サービスについて単 の事業体が複合生産を行うのが最も効率

12) 例えば，補完性による γフトが大き<.γフト後の需要曲線上に独立採算可能な点が存在しな
いととも考えられる。このとき，第l財の供給は行われず，恒益は一層鮪リ寸一ると考える叩が自
然だろう。

13) 例えば， 8ubsidy-free価柏であっても代替性によるシフトが非常に大きし価格をより大きく
下落させることが可能な状況では第2財を廃止することは，ある社会的厚生関数の下で，謹まし
いと判断されるかもしれない。
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的であるにもかかわらず，価格設定によっては，それらの財 'Tーピλ のグノレ

ープの一部または全部への参入，あるいはそれらの事業独立を許し，結果とし

て複数の事業体の存立する可能性がある。もし，準最適価格が内部補助を伴う

場合には，当局が参入規制措置をとることも考えられよう o 他方，規制のコス

トが高〈つくと判断される場合には，当該事業体は，準最適価格を離れ， sub 

sidy-free価格を採用することで維持可能性を満たそうとするかもしれない。

しかしながら， subsidy-free 価格は，必ずしも維持可能な価格であるとは限ら

ない。本節では. subsidy.free価格が維持可能性を達成するために必要己ある

ことを確認のうえ，組持可能な価格を得るためには. subsidy-ft-ee価格がどの

ような条件あるいは状況で達成されるべきかを， Mirmun， Tuuman and Zang 

[1985J に従い， 整理検討する。 前節までと同様，収支均等制約に服する複合

生産企業全想定する。

まず，維持可能性の定義は次の通りであるω。

定義 5 価格ベクトノレρは

(i) ιτ(p)ー C(x(p))二日

任意の組合せ (S，グ，ps) に関して

(li) ps壬pS

(山 yS:;:;王XS(PS， pNIS) 

(iv) psys_C(yS)主;0

を満たすとき維持可能である。

定義 5の意味するところは，維持可能な価格の下では，既存の複合生産企業

14) Panzar and Willig [1977Jはj 維持可能な価格の概念を， 部分参入に対して維持可能 (SU5-

tainable against partial entry)と全体参入に対して維持可指 (sustainableagainst full entry) 
の2つに医別し売。前者は定義5に相当L. 1走者は 定義5の凶を等号の成すすると合に限定し
たものである。明らかに，後者は前者の特殊ケースである。しかしながG，費用補完性及び全て
の財需要について HicksQ)いわゆる弱い粗代替位。Xl/OP占 0，Vi・J V.り〉が存在す;:;状況で
は，全体参入に対する維持可能な価格は部分参入に対しても維持可能であることが示されてい
る。 Mirman，Tallman and Zang (1985)参照。そこ Cは証明は与えられにい年いが容易 Cある。
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は収支均衡しており((i))，潜在的参入企業が当該価格の水準以下の価格を設

定し ((u))，新たな価格に対応する需要量以下の任意の数量を供給するとして

も ((m))， 潜在的参入企業は利潤を得ることが認められない ((iv)) ことであ

ゐ。

さて，維持可能な価格が， subsidy-free価格あるいは anonymouslyequi ta 

ble価格であることは定義から明らかである。逆に， subsidy.free価格が維持

可能な価格であるのはどのような状況であるかについ-cMirman， Tauman 

and Zangは， 3つの代替的な仮定に基づきそれぞれ命題 (pwposition)を与

え証明している1日。ここではまとめて一つの命題として記しておこう。

命題弱い費用補完性と弱い需要の粗代替性の仮定の下に subsidy-free価格

ベグトノレ F は，次の(i)~liii)のいずわが成りかっと脅維持可能である。

0) 限界利潤が，任煮の p豆Pにおいて非負のとき，すなわち

o，τ'(p)/op，孟o ¥f iES S<;;;，N p;;;'t 

lu) 長における限界利潤が非負

orr' (p) /op，註o ¥fiES S<;;;，N 

であり，かつが(〆，tNfS)が pS;訪sにおいて p'の擬似旧関数 (pseudo-

concave function)である"，。

liii) 需要関数がF以下の価格において非弾力的であるとき，すなわち

ox，(p)/x，(p) 竺日転京半ム三一1ViEN 医長

である

ただし，がはが(p)=psx'(p)ーC(XS(p))で定義される微分可能な利潤関数，

p，はベクトノレ pの第 i要素である。

以下， 0 )(u)(m)の仮定を吟味してゆこう。まず，ある価格における限界利潤の

15) Mirman. Tauman and Zang (1985J参照。

16) 微分可能な関数 fは凸集合Bにおいて y，%EBかっ (z-y)ザ(y)亘O なGlif(z)壬f(y)

であるとき擬似凹である。 Mirman，Taumnn nnd Zang [1目白書照ら
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非負性は，当該価格が，独占利潤が極大化される価格体系よりも低いところに

あることを意味する。一般に，内部補助が問題となる公益事業体は，社会的厚

生の観点から〔財・サーピスが正常財であれば〕独占価格よりも低い価格を設

定すると考えられる。また， (m)，，) T以下の価格体系において各需要の価格弾

力性が 1より小さい乙とは，当該財の限界費用が非負である限り，当該財に関

する限界利潤の非負性を保証する。この関係によれば，需要の弱い粗代替性の

仮定を特に交差効果のないケ-;<に限ると仮定(m)は(i)を意味する。限界利潤は

一般に次のようにかける O

互主d包2一一 dC包主主2Lox;(p) δπS(p)!dp，=x，(p)+p， v~áρ òx， dp， 

'" r ^ _ dC(xS(p)) l dXj(i'2 +Jf伊3ーニラx:ruJ ~~âp~~ 
Jキz

=Z』(F〕{l+J」生必Ll-笠当手2L生必L
L.' x;(p) り ox，

r， dC(xS(p)) l ðx .cp~ 
+ζ|FJ2もヂLI"浩子 VS日 (3)

3キ，

需要の交差効果がないとすれば (dXj(戸)/dp，=uV i， j i宇j)，(3)式の右辺

の第3項は消え，第2項は非負であるから， (m)の仮定が満たされれば限界利潤

は非負である。また，需要の粗代替性の存在する場合には，各財 j(jキi)全て

について限界費用より高い価格であれば限界利i閏白非負性は保証され品。

また， Ii)と(叫がPより低い全ての価格ベクトノレIりを対象しているのに対し，

(li)の要求す志ところは，利潤関数が pSに関する擬似凹関数であるならば，

subsidy-free価格Fにおいてのみ限界利潤が非負であれば上いというもので

ある。 (ii)は(i)よりもややゆるい仮定になっている問。 とわについて C(XS
)三

C(X) I.N\S~" とし相7iの交薬効果が存在しないケースを想定すると F におい

て(3)式右辺の最後の項は消滅する。 (li)の仮定も全ての部分集合Sc，Nについ

17) 刊えは， ある iESについて限界利潤が負 (arr'(p)/ap，く0，p壬おであっても (p'-Ji勺v;;S
(]5)孟OであればよL、。
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て限界利潤の (tにお吋る〉非負性を要求するが，このケースでは全体集合N

についてそれが成りたてばよいc なぜならば，費用補完性の仮定から

I iiC(主主t)) ac位三t))l.ii，x 
iinS(t)j勿，-onN(t)jみ，=1 02v ヱヨfιh正副

が成立し，従って，anN(t)jap"?;oさえ満たされるならば全ての SCNについ

ても限界利潤の非負性が成りたつことになる。これは J 各財・サーピスについ

て，限界収入が限界費用より低くなるところに価格が設定されていると言い古、

えてもよい。 ζれより命題の系が得られる。

命題の系 弱い費用補完性が存在し，需要の交差効果が存在しないとき， sub-

sidy-free価格ベクトル tは，次の(i)(ii)を満たすとき，維持可能である。

(i) Tは，全体集合Nについて，限界収入が限界費用より低いところで設定

される，あるいは特に，tにおいて財の需要関数が非弾力的である

生 企'LP!.三 ViEN
X;(t) / t， 

(叫が(〆， þ町S) が pS~þs において pS の擬似凹関数である

証明は，上の説明から明らかである。

以上. subsidy-freeness と維持可能性との関連について述ベた。そこでは，

内部補助が，社会的厚生よりもむ Lろ維持可能性の観点から問題であるとすれ

ば，命題に述べられた需要構造に関して情報を得なければならないことが示唆

されている。
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